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津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

令和４年８月１９日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４０号 

津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則の一部を改正する規則 

津市会計年度任用職員の給与の支給に関する規則（令和２年津市規則第３１

号）の一部を次のように改正する。 

 第１２条第１項中「２１日から翌月の２０日まで」を「１日から末日まで」

に改め、同項ただし書を削り、同条第２項中「１０日」を「２１日」に、「祝

日法による」を「国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する」に改める。 

 第１３条に次の１項を加える。 

３ パートタイム会計年度任用職員の期末手当の支給日は、別表の基準日欄に

掲げる基準日の別に応じて、それぞれ支給日欄に定める日（同欄に定める日

が日曜日に当たるときは同欄に定める日の前々日、土曜日に当たるときは同

欄に定める日の前日とする。）とする。 

 附則の次に次の別表を加える。 

別表（第１３条関係） 

基準日 支給日 

６月１日 ６月３０日 

１２月１日 １２月２１日 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年８月２１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１２条第１項及び第２項の規定は、この規則の施行の日以後の

勤務に係るパートタイム会計年度任用職員の報酬について適用し、同日前の

勤務に係るパートタイム会計年度任用職員の報酬については、なお従前の例

による。 

３ 令和４年１０月に支給するパートタイム会計年度任用職員（月額で定める



報酬を支給される職員を除く。）の報酬の計算期間は、改正後の第１２条第

１項の規定にかかわらず、同年８月２１日から同年９月３０日までとする。 



 津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和４年８月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４１号 

   津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則の一部を改正する規則 

津市保育の利用に係る調整に関する事務取扱規則（平成２７年津市規則第８

号）の一部を次のように改正する。                                 

別表の２調整指数表中「１から１０まで」を「１から１１まで」に、「１か

ら８まで」を「１から９まで」に、「９の」を「、１０の」に改め、同表の表

第８項を次のように改める。 

 別表の２調整指数表の表中第１０項を第１１項とし、第９項を第１０項とし、 

第８項の次に次の１項を加える。 

８ 保育所等

で就労する

保育士等 

保護者が本市に所在する保育所等で保育士、保育

教諭又は幼稚園教諭（以下「保育士等」という。） 

として月１２０時間以上の就労を予定している場

合（育児休業から復帰する場合を含む。）（保育

所等の利用を開始する日の属する月の初日以外の

日から就労を予定している場合は、（）内の指数

を適用する。）（本市に所在する保育所等を利用

中で他の保育所等の利用を希望する場合を除く。） 

３０ 

(５) 

保護者が本市に所在する保育所等で看護師、栄養

士、調理員又は保健師として月６０時間以上の就

労中である場合（就労を予定している場合（育児

休業から復帰する場合を含む。）を含む。）又は

保育士等として月６０時間以上の就労中である場

合若しくは月６０時間以上１２０時間未満の就労

を予定している場合（育児休業から復帰する場合

を含む。）（本市に所在する保育所等を利用中で

他の保育所等の利用を希望する場合を除く。） 

５ 

９ 小規模保 本市に所在する小規模保育事業所を利用している １０ 

 



   附 則 

１ この規則は、令和４年９月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の規定は、令和５年４月１日以後の保育の利用に係る調整に

ついて適用し、同日前の保育の利用に係る調整については、なお従前の例に

よる。 

育事業の利

用 

児童が満３歳に到達した日の属する年度の３月３

１日で退所（退所予定を含む。）し、かつ、その

翌年度の４月１日から他の保育所等の利用を希望

する場合 



 

津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

  令和４年８月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

津市規則第４２号 

   津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則の一部を改正する

規則 

 津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則（平成１８年津市規則

第５７号）の一部を次のように改正する。 

第４条第８号中「第２条第８号、第１０号、第１１号、第１３号、第１６号、

第１７号及び第２０号から第２６号までに掲げる施設使用予定日」を「第２条

第８号から第２６号までに掲げる施設 使用予定日」に改め、同条中第９号か

ら第１１号までを削り、第１２号を第９号とし、第１３号を第１０号とし、第

１４号を第１１号とする。 

附 則 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の第４条の規定は、令和５年４月１日以後の使用に係る予約の手続

について適用し、同日前の使用に係る予約の手続については、なお従前の例

による。 

 



津市告示第２１１号 

 令和４年第３回津市議会定例会を次のとおり招集する。 

  令和４年８月２２日 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 招集の日 

  令和４年８月２９日 

２ 招集の場所 

  津市議会議事堂 

 

 



津市告示第２１２号 

 下記の者の差押調書謄本、配当計算書謄本は、住所居所不明のため送達するこ

とができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部特別滞納整理推進室

で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和４年８月２４日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 差押調書謄本及び配当

計算書謄本 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇〇〇〇

〇 〇〇〇〇 

差押調書謄本及び配当

計算書謄本 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２１３号 

 下記の者の差押調書謄本、配当計算書謄本及び充当通知書は、住所居所不明

のため送達することができないので、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９

２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市健康福祉部保険医療助成課で保

管し、送達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  令和４年８月２４日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇 差押調書謄本、配当計

算書謄本及び充当通知

書 

 



津市告示第２１４号 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定に基

づき使用料の徴収の事務を次のとおり委託したので、同条第２項の規定により

告示する。 

  令和４年８月２９日 

 

                   津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 徴収する使用料 

  津市白山生活排水処理施設に係る使用料 

２ 委託先 

川口北区長 渡邉 壽美男 

川口中区長 西田 政朗 

川口南区長 西田 將徳 

大角区長 上田 真也 

双川区長 小林 洋之 

３ 委託期間 

  令和４年９月１日から令和５年３月３１日まで 



津市告示第２１５号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１１項の規定によ

り、平成１４年芸濃町告示第２号で認可した地縁による団体から告示された事

項に係る変更の届出があったので、同条第１０項の規定により次のとおり告示

する。 

 令和４年８月３１日 

 

津市長 前 葉 泰 幸 

 

１ 届出者 

  北神山区自治会 

  三重県津市芸濃町北神山３６２番地 

  代表者 駒田 操 

２ 変更に係る事項 

  規約に定める目的 

変更前 

次に掲げるような地域的な共同活動を行うことにより、良

好な地域社会の維持及び形成に資することを目的とする。 

⑴ 回覧版等区域内の住民相互の連絡 

⑵ 道路、里川水路及び防犯設備等の保全管理 

⑶ 美化及び清掃等区域内の環境整備 

⑷ 公民館・ゴミ集積場・大願寺及び火葬場等の維持管理 

⑸ 家庭消毒及び集落排水処理場清掃の実施 

⑹ 婦人会・子供会・老人会及びボランティア等の育成と助 

 成 

 

 

 

変更後 

本会は、以下に掲げるような地域的な共同活動を行うこと

により、良好な地域社会の維持及び形成に資することを目的

とする。 

⑴ 回覧板等区域内の住民相互の連絡 

⑵ 道路、里川水路及び防犯設備等の保全管理 

⑶ 美化及び清掃等区域内の環境整備 

⑷ 公民館・ゴミ集積場・大願寺等の維持管理 

⑸ 家庭消毒及び集落排水処理場清掃の実施 

 



⑹ 婦人会・子供会・老人会及びボランティア等の育成と助 

 成 

 

３ 変更の理由及び年月日 

  地縁による団体の規約に定める目的の変更が、令和４年４月３日の通常総

会において承認されたため。 

 



津市公告第１１４号 

 次のとおり津市モーターボート競走場有料指定席エリア設計業務公募型プロ

ポーザルを実施するので、公告します。 

  令和４年８月１７日 

 

津市長 前 葉 泰 幸   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 業務の概要 

 ⑴ 件名 

   津市モーターボート競走場有料指定席エリア設計業務 

 ⑵ 業務内容 

 別紙「設計業務委託特記仕様書」のとおり 

 ⑶ 予算額 

   ４５，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 ⑷ 履行期間 

   契約締結日から令和５年３月３１日まで 

 ⑸ 担当部署 

   津市ボートレース事業部経営管理課 

   〒５１４－０８１５ 三重県津市藤方６３７番地 

   電話    ：０５９－２２４－５１０５ 

   ＦＡＸ   ：０５９－２２２－８２１０ 

   Ｅ－ｍａｉｌ：224-5105@city.tsu.lg.jp 

 

２ 実施要領等の配布 

  実施要領等は、津市ホームページ（https://www.info.city.tsu.mie.jp/）

からダウンロードすることができます。 

  また、令和４年８月１７日（水）から令和４年９月１日（木）までの期間

に、担当部署（津市ボートレース事業部経営管理課）でも配布します。配布

時間は、午前９時から午後５時までとしますが、期間中のボートレース津の

レース開催日に限ります。 

 

３ プロポーザル実施スケジュール（予定） 

実施の公告（実施要領の公表） 令和４年８月１７日（水） 

質問書提出期間 令和４年８月１７日（水）から 

令和４年９月１日（木）正午まで 

質問回答 令和４年９月５日（月） 

参加申込（辞退）届、参加資格書

類、及び企画提案書等の提出期間 

令和４年８月１７日（水）から 

令和４年９月１６日（金）正午まで 

参加資格審査結果の通知 令和４年９月２０日（火） 



審査 令和４年９月２２日（木） 

審査結果通知 令和４年９月２８日（水） 

契約締結予定日 令和４年１０月１２日（水） 

 

４ 参加資格要件 

  以下の参加資格要件の全てを満たす事業者であることとします。 

⑴ 津市契約規則（平成１８年津市規則第４０号）第７条に規定する津市競

争入札参加資格者名簿に登載されていること。登載されていない場合にあ

っては、以下の書類を提出し確認を受けていること 

ア 法人にあっては、履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

イ 商号登記をしている個人にあっては、履歴事項全部証明書（商号登記

簿謄本） 

ウ 商号登記をしていない個人にあっては、身分証明書及び登記されてい

ないことの証明書 

エ 印鑑（登録）証明書 

 ⑵ 国税、本社所在地における都道府県税及び市町村税（支店等が入札及び

契約を行う場合は、本店所在地及び支店等所在地の都道府県税及び市町村

税）の滞納がないこと。 

 ⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当するものでないこと。 

⑷ 津市建設工事等指名停止基準（平成２１年４月８日施行）による指名停

止を受けている者でないこと。 

⑸ 自己又は自社の役員等が次の各号のいずれにも該当する者でないこと、

及び次の各号に掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害 

を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するな 

ど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与して 

いる者 



カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者  

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

⑹ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申

立て、破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立て、

会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく清算の開始又は会社法の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４

条の規定による改正前の商法（明治３２年法律第４８号）に基づく整理開

始の申立て若しくは通告がなされていない者であること。 

ただし、民事再生法に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法に基

づく更生手続開始の申立てがなされた者であって、再生計画又は更生計画

が認可された者を除く。 

 ⑺ 手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全でな

いこと。 

⑻ 過去１０年以内に、グループ席を含む数種類の指定席を持つ施設または

有料席を含む公営競技施設について実施設計の実績を 1 件以上有している

こと。 

⑼ 入札参加資格審査の申し込みにおいて、提出された書類の記載事項に虚

偽がないこと。 

 

５ 審査方法等 

  本プロポーザルの審査は、参加資格要件を満たすかつ業務実績書等、企画 

提案書、及びＤＶＤの提出があった参加書に対し、「津市モーターボート競

走場有料指定席エリア設計業務プロポーザル方式審査基準」に基づいた審査

方式で審査を実施する。審査については、津市モーターボート競走場有料指

定席エリア設計業務プロポーザル方式審査委員会（以下「審査委員会」とい

います。）において行います。 

なお、審査委員会は外部の有識者及び本市の職員で構成するものとするが

委員の氏名等は、審査が終了するまで公表しません。 

⑴ 審査の方法 

基礎能力を審査する実績等の業務経歴書、提案の適格性妥当性を審査す 

る企画提案書とその内容を説明したプレゼンテーションの模様を録画した 

ＤＶＤの視聴により、評価に係る点数を合計し、その総合計点数の最上位 



者を当該業務の履行に最も適した候補者として決定するものとします。 

 

６ 契約手続き等 

  審査の結果により最上位として選定された最優先候補者を当該業務に係る 

随意契約の見積徴取の相手方として、契約の交渉を行います。ただし、その 

者との契約が成立しない場合は、次点者との交渉を行います。 

 

７ その他 

  本プロポーザルに関する詳細は「津市モーターボート競走場有料指定席エ 

リア設計業務プロポーザル方式実施要領」によるものとします。 

 

【問い合わせ先】 

津市ボートレース事業部経営管理課 

電話    ：０５９－２２４－５１０５ 

ＦＡＸ   ：０５９－２２２－８２１０ 

Ｅ－ｍａｉｌ：224-5105@city.tsu.lg.jp 



津市公告第１１５号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  令和４年８月１８日 

 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

 

１ 工事完了年月日 

  令和４年８月１７日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

 津市雲出長常町字十ノ割１２８４番及び１２８５番 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  京都府京都市山科区御陵大津畑町４０番地 

  大成メタル株式会社 

  代表取締役 福尾 智秀 

  

 

 



津市上下水道事業公告第２３号 

建設工事等に係る事後審査型条件付一般競争入札を執行しますので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項及び津市契約規

則（平成１８年津市規則第４０号）第４条の規定により、次のとおり公告しま

す。 

  令和４年８月２２日 

 

津市上下水道事業管理者 松 下 浩 己   

 

別紙のとおり 



円　（税抜き）

無部 分 払

契約金額の１００分の１０以上

ホームページにて回答

主任(監理)技術者

市内本店

【格付】

【格付】【地区】地 域 ・
格 付 要 件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

販 売 店

入 札 方 法

提 出 期 限

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津・香良洲

最低制限価格

設 計 図 書
の 購 入

その他

本公告の日から 令和4年9月5日

本公告の日から

令和4年9月8日 午前9時00分

38,390,000

・配置技術者について、３ヶ月以上の雇用関係が継続していること。

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

まで

前 金 払

津市上下水道庁舎２階　入札室

契約保証金

令和4年9月5日

創作工房ネオ　津市一志町井関９６－１　℡059-293-6100

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

まで

必着令和4年9月5日

・上下水道事業局が指定する講習会等とは、公益社団法人日本水道協会の配水管工技能講習会（小口
径管）、一般社団法人日本ダクタイル鉄管協会の継手接合研修会（耐震管口径450ｍｍ以下）をい
う。

入札保証金

設 計 図 書
の 閲 覧

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

消火栓設置工　単口地下式　２箇所配水管布設工　ＤＩＰφ１５０ｍｍ　１２５．５ｍ

津市 寿町及び東丸之内 地内

寿町及び東丸之内地内配水管布設工事

工 事 場 所

工 事 担 当 課公 告 日

工 事 概 要

令和4年8月22日

配水管布設工　ＤＩＰφ１００ｍｍ　４２．７ｍ

配水管布設工　ＰＰφ５０ｍｍ　１５．３ｍ

水道工務課

令和４年度水工第２３号

工 期

【地区】

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

格 付 要 件

その他要件

【格付】

【地区】

【地区】

２級土木施工管理技士（土木）又は同等以上の者（専任配置）

元請けとして、上下水道事業局が指定する講習会等を修了した者を適正配置できる者

津市水道事業指定給水装置工事事業者である者

技術者要件

特定・一般

同 種 工 事
実 績 要 件

あり

Ａ２・Ａ１

建設業許可

発 注 業 種

【ﾌﾞﾛｯｸ】

土木一式（配水管工事）

所在地要件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

入札方法等

開 札 日 時
及 び 場 所

予 定 価 格

設計図書等
に 関 す る
質 問

回 答 日

有

提 出 期 限 令和4年8月25日

提 出 先 上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

郵 送 先

有

不断水仕切弁設置工　φ１５０ｍｍ～φ１００ｍｍ　２箇所

舗装本復旧工　２，１０９ｍ２

仕切弁設置工　φ１５０ｍｍ～φ５０ｍｍ　１０箇所

令和4年8月31日

免 除

午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

令和5年2月14日

配水管布設工　ＤＩＰφ７５ｍｍ　１８．１ｍ

契約締結の日から

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

購 入 期 間

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

まで

津・香良洲

【格付】



円　（税抜き）

・本公告に定める事項以外については、事後審査型条件付一般競争入札共通事項のとおりとする。

津・香良洲

【地区】

【地区】

Ｄ

【格付】

【地区】

【地区】

〒514-8799　日本郵便㈱津中央郵便局　留　津市上下水道管理局　上下水道管理課

免 除

現場代理人 常駐配置（主任技術者と兼務可）

開 札 日 時
及 び 場 所

郵便入札（一般書留・簡易書留に限る）

予 定 価 格

部 分 払

購 入 期 間

上下水道管理課・津市ホームページ「入札・契約」

ホームページにて回答

提 出 先

閲 覧 期 間

閲 覧 場 所

設計図書等
に 関 す る
質 問

前 金 払

提 出 期 限 午後 ５ 時　まで　（指定の質問書を使用すること）

回 答 日

契約保証金

必着令和4年9月5日

無

有

有

免 除

提 出 期 限

発 注 業 種

特定・一般

地 域 ・
格 付 要 件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

津市 高茶屋小森町

本公告の日から まで

その他要件

同 種 工 事
実 績 要 件

【ﾌﾞﾛｯｸ】

【格付】

【格付】

地内 

主任(監理)技術者 同業種の技術者（実務経験）以上の者（津市発注工事における専任配置）
技術者要件

設 計 図 書
の 閲 覧

令和4年8月22日

小型マンホール工　４箇所

ます設置工　３箇所

契約締結の日から

工 事 担 当 課

津第３－３処理分区公共下水道工事

令和４年度下工公補第１５号

郵 送 先

上下水道管理課契約財産担当（津市上下水道庁舎２階）ＦＡＸ059-237-5819

令和4年9月5日

販 売 店

入 札 方 法

創作工房ネオ　津市一志町井関９６－１　℡059-293-6100

参 加 資 格
に 関 す る
事 項

あり

その他

本公告の日から 令和4年9月5日

令和4年9月8日 午前9時20分

4,401,000

※津市発注工事とは調達契約課又は上下水道管理課発注工事で、担当課執行分を除く。

令和4年8月25日

令和4年8月31日

まで設 計 図 書
の 購 入

入札方法等

入札保証金

最低制限価格

津市上下水道庁舎２階　入札室

令和4年12月9日

土木一式

所在地要件

まで

下水道工務課

【ﾌﾞﾛｯｸ】

格 付 要 件

津・香良洲

【格付】

市内本店

建設業許可

【ﾌﾞﾛｯｸ】

管布設工（管径１５０ｍｍ）　３６ｍ

　　事後審査型条件付一般競争入札

工 事 名

工 事 場 所

公 告 日

工 事 概 要

工 期



津市教育委員会告示第１０号 

 教育委員会を次のとおり招集する。 

  令和４年８月１９日 

 

      津市教育委員会教育長 森   昌 彦   

 

１ 招集の日時  

令和４年８月２６日（金） 午後２時から 

２ 招集の場所  

津市教育委員会庁舎 ４階教育委員会室 

３ 会議の事件  

⑴ 令和４年度津市一般会計補正予算（第７号）＜教委所管分＞について 

⑵ 令和４年度津市学校運営協議会委員の一部任命替えについて 

 



 

津市監査委員告示第８号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定に基づく監

査を実施したので、同条第９項の規定による監査の結果に関する報告を次のと

おり公表する。 

 令和４年８月２６日 

 

                 津市監査委員 小 津 直 久   

                                  津市監査委員  安 藤 友 昭   

                                  津市監査委員 安 井 広 伸   

                                  津市監査委員 堀 口 順 也   

 

 別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１ 監査の基準 

   監査委員は、津市監査基準（令和２年津市監査委員告示第３号）に準拠 

  して監査を行った。 

 

第２ 監査の種類 

   地方自治法（以下「法」という。）第１９９条第２項に規定する事務の

執行 

 

第３ 監査のテーマ 

   公の施設に係る使用料の減免について 

 

第４ 監査の目的 

   法第２４４条第３項において、普通地方公共団体は、住民が公の施設を

利用することについて、不当な差別的取扱いをしてはならないと定められ

ている。 

   また、使用料は、住民が公の施設を利用する対価として、受益者負担の

原則に基づき徴収するものであり、これを減額又は免除することは、本市

が有する権利（債権）を放棄する特例的な取扱いであることを認識して事

務が執行されなければならない。 

   本市においては、令和３年１２月に津市公正公平な市政の確保に関する

条例が制定されたことから、不特定多数の住民が利用する公の施設におい

て、公正公平に使用料減免事務が執行されているかを検証することを目的

として監査を実施した。 

 

第５ 監査の対象 

  １ 対象施設及び対象部局 

    法第２４４条の２第１項の規定に基づき条例設置されている公の施設 

（他の法令に設置根拠を持つ施設、使用料が無料の施設、指定管理者に 

より管理されている施設及び公営企業会計・特別会計に属する施設を除 

く。）を所管している部局に監査調書の提出を依頼し、令和３年度にお 

ける使用料の徴収状況（利用件数、歳入金額）、減免状況（件数、金額） 

等について全体像を把握した。 

その結果、設置条例数として５７条例となり、その中から、使用料の



 

減免に関する基準（以下「減免基準」という。）の整備状況、使用料の

減免件数、減免金額等を総合的に勘案して、次の施設を監査の対象とし

た。 

   ⑴ 対面監査（監査委員質疑実施） 

施設名称 条例名称 対象部局 

津リージョンプ

ラザ 

津リージョンプラザの設置及

び管理に関する条例 

スポーツ文化振

興部文化振興課 

津市芸濃コミュ

ニティセンター 

津市コミュニティセンターの

設置及び管理に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

津市芸濃保健 

福祉センター 

津市芸濃保健福祉センターの

設置及び管理に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

津市錫杖湖水荘 
津市錫杖湖水荘の設置及び管

理に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

津市落合の郷 
津市落合の郷の設置及び管理

に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

津市錫杖湖畔

キャンプ場 

津市錫杖湖畔キャンプ場の設

置及び管理に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

津市芸濃総合 

文化センター 

津市芸濃総合文化センターの

設置及び管理に関する条例 

芸濃総合支所 

地域振興課 

   ⑵ 書面監査 

施設名称 条例名称 対象部局 

津市アストプラ

ザ 

津市アストプラザの設置及び

管理等に関する条例 

市民部 

アストプラザ 

津市ポルタひさ

いふれあいセン

ター 

津市ポルタひさいふれあいセ

ンターの設置及び管理に関す

る条例 

久居総合支所 

地域振興課 

津市立成コミュ

ニティセンター 

津市コミュニティセンターの

設置及び管理に関する条例 

久居総合支所 

生活課 

津市安濃コミュ

ニティセンター 

津市コミュニティセンターの

設置及び管理に関する条例 

安濃総合支所 

地域振興課 

津市波瀬ふれあ

い会館 

津市コミュニティセンターの

設置及び管理に関する条例 

一志総合支所 

地域振興課 

津 市 コ ミ ュ ニ 津市コミュニティセンターの 一志総合支所 



 

ティプラザ川合 設置及び管理に関する条例 地域振興課 

津市サンヒルズ

安濃 

津市サンヒルズ安濃の設置及

び管理に関する条例 

安濃総合支所 

地域振興課 

津市サンデルタ

香良洲 

津市サンデルタ香良洲の設置

及び管理に関する条例 

香良洲総合支所

地域振興課 

津市美杉総合 

文化センター 

津市美杉総合文化センターの

設置及び管理に関する条例 

美杉総合支所 

地域振興課 

津市センター 

パレスホール 

津市センターパレスホールの

設置及び管理に関する条例 

商工観光部 

商業振興労政課 

津市まん中広場 
津市まん中広場の設置及び管

理に関する条例 

商工観光部 

商業振興労政課 

津市榊原農民 

研修所 

津市榊原農民研修所の設置及

び管理に関する条例 

久居総合支所 

地域振興課 

津市久居農村 

婦人の家 

津市久居農村婦人の家の設置

及び管理に関する条例 

久居総合支所 

地域振興課 

津市美里農業 

研修センター 

津市美里農業研修センターの

設置及び管理に関する条例 

美里総合支所 

地域振興課 

津市一志農村環

境改善センター 

津市一志農村環境改善センタ 

ーの設置及び管理に関する条 

例 

一志総合支所 

地域振興課 

津市白山農民研

修所 

津市白山農民研修所の設置及

び管理に関する条例 

白山総合支所 

地域振興課 

津市美里文化セ

ンター 

津市美里文化センターの設置

及び管理に関する条例 

美里総合支所 

地域振興課 

津市白山総合文

化センター 

津市白山総合文化センターの

設置及び管理に関する条例 

白山総合支所 

地域振興課 
 

２ 対象年度 

    令和３年度 

 

第６ 監査の期間 

令和４年４月１５日から同年７月２５日まで 

 



 

第７ 監査の方法 

監査に当たっては、主に次の諸点に着眼し、監査対象部局等から提出を

受けた関係諸帳簿等を調査するとともに、関係職員に説明を求めた。 

  １ 減免に係る事務手続は、条例、規則等に基づき適正に行われているか。 

  ２ 減免基準は整備されているか。その内容は適正なものとなっているか。 

  ３ 減免による使用料の額の算定は、条例、規則等の規定に基づき適正に

なされているか。 

 

第８ 監査の区分                            

   監査の結果については、次の区分を用いて講評するものとした。 

  １ 勧告 

    法令、要綱等に反するとともに、故意又は重大な過失により著しく適 

正を欠く事項で、特に措置を講ずる必要があると認められるもの 

  ２ 指摘 

   ⑴ 法令、要綱等に明らかに反していると認められるもの 

⑵ 法令、要綱等に反してはいないものの、経済性、効率性及び有効性 

の観点に著しく反していると認められるもの 

  ３ 意見 

    経済性、効率性及び有効性の観点から改善が必要と認められるもの  

     

なお、監査の結果における減免件数、減免金額等は、監査対象部局等か 

  ら提出された監査調書に基づくものであり、本監査において数値の正確性 

を保証するものではなく、参考数値として記載している。 

   また、設置条例とあるのは、当該施設の設置及び管理に関する条例のこ 

とを、施行規則とあるのは、当該施設の設置及び管理に関する条例施行規

則のことをいう。 

 

第９ 監査の結果 

  １ 津リージョンプラザ（スポーツ文化振興部文化振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津リージョンプラザの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民の教育、文化等の向上並びに健康及び福祉の増進を図るため 



 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      １，４８８件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １１，３４４，４５８円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １，０６７ １，０６７ 

金額 ０ ６，８２４，１３０ ６，８２４，１３０ 

   ⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、指摘等に当たるような事項はなく、当該施 

設に係る使用料の減免事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経 

費で最大の効果を挙げるようにし、本市の組織及び運営の合理化に努 

めていると認められた。 

  ２ 津市芸濃コミュニティセンター（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     地域の自主的な活動を育成し、他地域との交流を図るとともに、地    

    域のコミュニケーションの核となる施設として、様々な集会、会議等 

    に利用することにより、文化の向上及び生涯学習の振興を図り、もっ   

    て地域社会の発展に寄与するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３６７件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １０７，５５０円 

 

 



 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ３２３ ３２３ 

金額 ０ ９０６，１９０ ９０６，１９０ 

⑹ 講評 

      設置目的に即した減免基準の整備について（意見） 

当該施設と津市芸濃保健福祉センターについては、「芸濃総合支 

所管内の公共施設使用料の減免措置の統一的対応」を基準として減 

免の可否を決定している。 

      当該基準は芸濃地域全体の施設を対象としていることから、産業 

経済団体や福祉法人等も含めて公共的な活動をしている団体であれ 

ば広く減免できるようになっている。 

      減免基準については、利用者間の公平性や、各施設の設置目的等 

を考慮して策定することが望ましく、設置目的が同一の施設におい 

て減免基準が異なっていることや、設置目的が異なる施設で同一の 

減免基準を用いていることは適切とは言えない。 

      他地域の類似施設との整合性について検証するなどし、それぞれ 

の施設の設置目的に即した減免基準の整備について検討されたい。 

  ３ 津市芸濃保健福祉センター（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市芸濃保健福祉センターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     総合的な保健福祉施策を推進し、保健福祉の増進を図るため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５４１件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ４０，５６０円 

 

 

 



 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ５０３ ５０３ 

金額 ０ ９５６，５３０ ９５６，５３０ 

⑹ 講評 

      設置目的に即した減免基準の整備について（意見） 

当該施設と津市芸濃コミュニティセンターについては、「芸濃総 

合支所管内の公共施設使用料の減免措置の統一的対応」を基準とし 

て減免の可否を決定している。 

      当該基準は芸濃地域全体の施設を対象としていることから、産業 

経済団体や福祉法人等も含めて公共的な活動をしている団体であれ 

ば広く減免できるようになっている。 

      減免基準については、利用者間の公平性や、各施設の設置目的等 

を考慮して策定することが望ましく、設置目的が同一の施設におい 

て減免基準が異なっていることや、設置目的が異なる施設で同一の 

減免基準を用いていることは適切とは言えない。 

      他地域の類似施設との整合性について検証するなどし、それぞれ 

の施設の設置目的に即した減免基準の整備について検討されたい。 

  ４ 津市錫杖湖水荘（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市錫杖湖水荘の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     本市の良好な環境を活用し、地域と都市との交流及び定住の促進、

地域の活性化並びに住民の健康の増進及び福祉の向上に資するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３０件（多目的ホール等）、２１６人（客室等） 

    イ 令和３年度歳入額 

      ５７７，０６０円（８３，００５円（多目的ホール等）、４９４，

０５５円（客室等）） 

 



 

   ⑸ 減免の状況 

ア 多目的ホール等              （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 １ ３ ４ 

金額 １３，０６５ ８，８８０ ２１，９４５ 

イ 客室等                  （単位：人、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 １２６ ０ １２６ 

金額 ２７７，８８５ ０ ２７７，８８５ 

   ⑹ 講評 

    ア 不適正な減免手続について（指摘） 

      当該施設では、利用促進の取組の一環として、令和３年２月１日 

付けの総合支所長決裁により、１泊以上で１０名以上の団体に対し、 

使用料の２分の１を減額することとしている。 

      しかしながら、当該利用促進策を周知するチラシには、決裁と異 

なり設備器具の使用料が無料と記載されており、これに基づき１団 

体に対して、減免申請の手続なしに使用料を全額免除していた。 

      これらのことは、減免の決定が権利（債権）の放棄という重要な 

意思決定であることを職員が十分に認識することなく、安易に事務 

処理を行っていたと言わざるを得ない。 

今後は、関係法令を遵守した適正な減免手続が行われるよう徹底 

されたい。 

    イ 不適正な公金の取扱いについて（指摘） 

当該施設では減免基準により、１泊以上で１０名以上の団体につ 

いては、使用料の２分の１が減額されることになっている。 

しかしながら、基準を満たす団体から減免申請があったにもかか 

わらず、使用料の一部を減額することなく正規の料金を徴収してい 

たものがあったことから、本監査中に戻出処理を行うに至った。 

当該団体のものを含め、減免を決定した全ての決裁に、減免金額 

の記入がなかったことからも、チェック体制が機能していなかった 

ことは明らかである。 

今後は、このような不適正な公金の取扱いをすることがないよう、 

組織としてのチェック体制を強化し、設置条例及び施行規則に基づ 



 

く使用料徴収事務を徹底されたい。 

  ５ 津市落合の郷（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市落合の郷の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     豊かな自然に恵まれた農山村地域において、多様化する都市住民の 

ニーズに応え、都市住民と農山村地域との交流を深め、農山村地域の 

活性化を促進するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５件（教室（ホール））、９２７人（バーベキュー施設） 

    イ 令和３年度歳入額 

      ２９８，３３０円（１０，９６０円（教室（ホール））、２８７，

３７０円（バーベキュー施設）） 

   ⑸ 減免の状況 

ア 教室（ホール）              （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ３ ３ 

金額 ０ ４２，２４０ ４２，２４０ 

イ バーベキュー施設             （単位：人、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ０ ０ 

金額 ０ ０ ０ 

 ⑹ 講評 

       正規の申請書の徴取について（意見） 

       使用料を免除した３件の申請については、任意の借用依頼の文 

書が提出されているのみであり、施行規則で定める使用許可申請 

書及び使用料減免申請書が提出されていなかった。 

 免除となっているのは、全て市関係部局の使用によるものでは 

あるが、正規の申請書により受付をし、使用許可及び免除決定す 

ることを徹底されたい。 



 

  ６ 津市錫杖湖畔キャンプ場（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市錫杖湖畔キャンプ場の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     自然とふれあう場、レクリエーション活動を行う場等を提供すると 

ともに、観光旅行者の利便性を向上させることにより、本市の観光の 

振興を図るため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数 

      ４０５件（多目的ホール等）、１，５５６人（入場料等） 

    イ 令和３年度歳入額 

      １，５９６，８００円（１，３５４，１８０円（多目的ホール

等）、２４２，６２０円（入場料等））  

   ⑸ 減免の状況                 

ア 多目的ホール等              （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ０ ０ 

金額 ０ ０ ０ 

イ 入場料等                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ０ ０ 

金額 ０ ０ ０ 

⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、当該施設に係る使用料の減免事務が法令に 

適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、 

本市の組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 

  ７ 津市芸濃総合文化センター（芸濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市芸濃総合文化センターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民の生涯教育の振興を図るとともに、文化的な事業の用に供する



 

ことにより、住民の生活の向上に寄与するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ２１１件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ９０４，６９０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １６１ １６１ 

金額 ０ ２，２１８，１１７ ２，２１８，１１７ 

⑹ 講評 

      利用者間の公平性の確保について（指摘） 

津市芸濃総合文化センター内市民ホール及び大研修室に関する規 

則第４条第１項第１号において、市民ホールの使用許可申請期間は 

「使用しようとする日の属する月の６月前の月の初日から１０日前 

まで」と定められている。 

しかしながら、令和３年３月４日に１団体から、令和３年４月１

日から令和４年３月３１日までの毎週、合計５１日分をまとめた使 

用許可申請書及び使用料減免申請書が提出され、一括して使用許可

及び免除決定していたものがあり、その金額は合計７６万６，９３

０円となっていた。 

また、当該団体は、地域住民による地域文化の振興に寄与する活

動団体ではあるが、同施設の減免基準において、使用料の減免対象

となる団体として明示されている社会教育関係団体、社会体育関係

団体、文化関係団体のいずれの団体でもなかった。 

正規の使用許可申請期間の前に一括で使用を許可することは、利 

用者間の利用機会の公平性を損ねるものであり、減免基準に該当し 

ない団体の使用料を免除することは、施設の維持管理費の一部を受 

益者が負担する原則に反するものである。 

ところが、減免を決定した決裁には、どのような理由によりこれ 

を認めたのか記入されておらず、説明責任を十分に果たしていると 



 

は言えない。 

減免基準に該当しない団体を減免しようとする場合には、特定団

体を優遇しているとの疑念を招かないよう、理由を明確に示したう

えで市長決裁を得るとともに、利用者間の公平性を確保するために

施行規則に基づく事務処理を徹底されたい。 

  ８ 津市アストプラザ（市民部アストプラザ） 

   ⑴ 条例名 

     津市アストプラザの設置及び管理等に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民相互の連帯意識を高揚するとともに、住民による積極的な交流 

    等の場として供し、住民の福祉の増進を図る等のため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ２，１４４件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １６，１２５，３９１円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 １４７ ５６９ ７１６ 

金額 ３４９，７８０ ３，９７０，３９０ ４，３２０，１７０ 

   ⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、指摘等に当たるような事項はなく、当該施 

設に係る使用料の減免事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経 

費で最大の効果を挙げるようにし、本市の組織及び運営の合理化に努 

めていると認められた。 

  ９ 津市ポルタひさいふれあいセンター（久居総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市ポルタひさいふれあいセンターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

       情報活動を通じた地域の振興並びに住民の交流及びふれあいの場の

充実を図り、もって住民の福祉を増進するため 



 

⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３９９件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ９８２，２８５円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １６２ １６２ 

金額 ０      ６７５，２７０ ６７５，２７０ 

   ⑹ 講評 

減免基準はないものの、監査した限りにおいて、免除としたものに

指摘等に当たるような事項はなく、当該施設に係る使用料の減免事務

が正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、本市の

組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 

  10 津市立成コミュニティセンター（久居総合支所生活課） 

   ⑴ 条例名 

     津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

       地域の自主的な活動を育成し、他地域との交流を図るとともに、地

域のコミュニケーションの核となる施設として、様々な集会、会議等

に利用することにより、文化の向上及び生涯学習の振興を図り、もっ

て地域社会の発展に寄与するため 

⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ４９件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ０円 

 

 



 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ４９ ４９ 

金額 ０      ６２，９２０ ６２，９２０ 

   ⑹ 講評 

     減免基準はないものの、監査した限りにおいて、免除としたものに

指摘等に当たるような事項はなく、当該施設に係る使用料の減免事務

が正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、本市の

組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 

  11 津市安濃コミュニティセンター（安濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     地域の自主的な活動を育成し、他地域との交流を図るとともに、地    

    域のコミュニケーションの核となる施設として、様々な集会、会議等 

    に利用することにより、文化の向上及び生涯学習の振興を図り、もっ   

    て地域社会の発展に寄与するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      １５６件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １５６ １５６ 

金額 ０ １６５，６６０ １６５，６６０ 

   ⑹ 講評 

使用許可申請書及び使用料減免申請書の適切な取扱いについて 

（意見） 

 使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 



 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

 しかしながら、全ての使用許可申請書下段の使用料算定欄及び使 

用料減免申請書下段の減免額算定欄が記入されていなかった。 

      また、１５６件の使用料減免申請書のうち、９件に減免理由が記

入されていなかった。 

 免除となっているのは、全て市関係部局の会議等によるものでは 

あるが、減免理由が記載されているか確認を徹底するとともに、使 

用許可申請書及び使用料減免申請書の金額算定欄を記入し、公文書 

としての適切な取扱いを徹底されたい。 

  12 津市波瀬ふれあい会館（一志総合支所地域振興課） 

⑴  条例名 

     津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例 

⑵  設置目的 

地域の自主的な活動を育成し、他地域との交流を図るとともに、地

域のコミュニケーションの核となる施設として、様々な集会、会議等

に利用することにより、文化の向上及び生涯学習の振興を図り、もっ

て地域社会の発展に寄与するため 

⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ４１件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １３，４３０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ３７ ３７ 

金額 ０      ６８，０５０ ６８，０５０ 

⑹ 講評 

     コンプライアンスの徹底について（指摘） 

     施行規則第５条において、使用許可申請に対し、使用を許可した

ときは、コミュニティセンター使用許可書（第２号様式）を交付す



 

るものと定められている。 

しかしながら、所定の様式ではなく、提出された使用許可申請書

原本を修正テープで加工し、その写しを使用許可書として交付して

いた。 

また、全ての使用許可申請及び使用料減免申請に対し、使用許可 

及び免除決定に係る決裁がなされていなかった。 

使用許可及び免除決定に際しては、施行規則で定める様式を使用

するとともに、専決権者による決裁を徹底されたい。 

  13 津市コミュニティプラザ川合（一志総合支所地域振課） 

⑴  条例名 

     津市コミュニティセンターの設置及び管理に関する条例 

⑵  設置目的 

地域の自主的な活動を育成し、他地域との交流を図るとともに、地

域のコミュニケーションの核となる施設として、様々な集会、会議等

に利用することにより、文化の向上及び生涯学習の振興を図り、もっ

て地域社会の発展に寄与するため 

⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５３９件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １０２，３７０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ４７１ ４７１ 

金額 ０      ７６１，６７０ ７６１，６７０ 

⑹ 講評 

     コンプライアンスの徹底について（指摘） 

     施行規則第５条において、使用許可申請に対し、使用を許可した 

ときは、コミュニティセンター使用許可書（第２号様式）を交付す 

るものと定められている。 

しかしながら、所定の様式ではなく、提出された使用許可申請書 



 

の写しを使用許可書として交付していた。 

また、全ての使用許可申請及び使用料減免申請に対し、使用許可 

及び免除決定に係る決裁がなされていなかった。 

使用許可及び免除決定に際しては、施行規則で定める様式を使用

するとともに、専決権者による決裁を徹底されたい。 

  14 津市サンヒルズ安濃（安濃総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市サンヒルズ安濃の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民の健康及び福祉を増進し、文化の向上と生涯教育の振興を図る 

    とともに、歴史的文化を継承し、地域社会の発展に寄与するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５２２件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ２，３７８，３９０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ２５３ ２５３ 

金額 ０ ２，８２７，７８０ ２，８２７，７８０ 

⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、指摘等に当たるような事項はなく、当該施 

設に係る使用料の減免事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経 

費で最大の効果を挙げるようにし、本市の組織及び運営の合理化に努 

めていると認められた。 

  15 津市サンデルタ香良洲（香良洲総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市サンデルタ香良洲の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

       住民の健康の保持及び福祉の増進並びに教育文化等の向上に寄与す

るため 



 

⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３９６件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ５７８，２７０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ３２８ ３２８ 

金額 ０      １，０５５，９６０ １，０５５，９６０ 

   ⑹ 講評 

使用料免除に係る決裁の徹底について（指摘）    

使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

使用料及び免除の金額は算定されていたものの、全ての使用許可

申請及び使用料減免申請に対し、使用許可及び免除決定に係る決裁

がなされていなかった。 

使用料を免除することは、権利（債権）を放棄する重要な意思決

定であることから、専決権者による決裁を徹底されたい。 

  16 津市美杉総合文化センター（美杉総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市美杉総合文化センターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     産業の振興、社会教育及び文化の向上、保健福祉の増進並びにレク

リエーション活動の健全なる育成等を図るため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ４０８件 



 

    イ 令和３年度歳入額 

      ３６，３８０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ３９９ ３９９ 

金額 ０ １，９０８，３３０ １，９０８，３３０ 

⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、指摘等に当たるような事項はなく、当該施 

設に係る使用料の減免事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経 

費で最大の効果を挙げるようにし、本市の組織及び運営の合理化に努 

めていると認められた。 

  17 津市センターパレスホール（商工観光部商業振興労政課） 

   ⑴ 条例名 

     津市センターパレスホールの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     本市における産業の発展に寄与し、市民の生活及び文化の向上並び 

    に福祉の増進を図るため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ８０件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ４，５８７，０９０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ９ ９ 

金額 ０      ５７５，５３０ ５７５，５３０ 

⑹ 講評 

      公文書作成時の適切な筆記用具の使用について（意見） 

 使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 



 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

しかしながら、９件の使用料減免申請書のうち７件について、申 

請書下段の減免額算定欄が鉛筆により記入されていた。 

減免額決定に係る記入欄が容易に書き換えられる状態にあること 

は、公文書管理上適切とは言えないことから、消去可能な筆記用具 

は使用しないよう徹底されたい。 

  18 津市まん中広場（商工観光部商業振興労政課） 

   ⑴ 条例名 

     津市まん中広場の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民に憩いと集いの場を提供し、住民相互の交流を図るとともに、 

    本市の中心市街地の活性化に寄与するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３５８件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ７２，３００円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ５１ ５１ 

金額 ０      ２３，９７５ ２３，９７５ 

⑹ 講評 

      使用料免除に係る決裁の徹底について（指摘） 

 使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

しかしながら、全ての使用料減免申請書下段の減免額算定欄が記 

入されていない上、免除決定に係る決裁もなされていなかった。 

また、５１件の使用料減免申請書のうち、１２件に減免理由が記 

入されていなかった。 



 

 免除となっているのは、全て商工観光部内事業によるものではあ 

るが、減免理由が記載されているか確認を徹底するとともに、使用 

料減免申請書の減免額算定欄を記入し、専決権者による決裁を徹底 

されたい。 

  19 津市榊原農民研修所（久居総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市榊原農民研修所の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

       農業の振興及び農業生産性の向上を図るため 

⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      １８４件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １８４ １８４ 

金額 ０      ３１１，０５０ ３１１，０５０ 

   ⑹ 講評 

ア 使用料免除に係る決裁の徹底について（指摘）  

使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

使用料及び免除の金額は算定されていたものの、全ての使用許可

申請及び使用料減免申請に対し、使用許可及び免除決定に係る決裁

がなされていなかった。 

使用料を免除することは、権利（債権）を放棄する重要な意思決

定であることから、専決権者による決裁を徹底されたい。 

イ 利用者間の公平性の確保について（指摘） 

施行規則第４条において、使用許可申請期間は「使用しようとす



 

る日の３月前の日から当日までの間」と定められている。 

しかしながら、年度当初に、１年分の使用日時一覧表を添付した

申請書を提出した２団体に対して、まとめて使用許可及び免除決定

をしていた。 

正規の使用許可申請期間の前に使用許可及び免除決定をすること

は、利用者間の利用機会の公平性を損ねるものであることから、施

行規則に基づく事務処理を徹底されたい。 

  20 津市久居農村婦人の家（久居総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市久居農村婦人の家の設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

       農村地区における婦人及び高齢者の資質の向上及び社会的役割の円

滑な遂行を図ることにより、地域の生活改善及び充実を図るため 

⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ２６件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １，０４０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ２５ ２５ 

金額 ０      ２６，０００ ２６，０００ 

   ⑹ 講評 

      使用許可申請書及び使用料減免申請書の適切な取扱いについて 

（意見） 

使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

しかしながら、全ての使用許可申請書下段の使用料算定欄及び使

用料減免申請書下段の減免額算定欄が記入されていなかった。 



 

免除決定に際しては、使用許可申請書及び使用料減免申請書の金

額算定欄を記入し、公文書としての適切な取扱いを徹底されたい。 

  21 津市美里農業研修センター（美里総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市美里農業研修センターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     農業の振興及び農業生産性の向上を図るため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      １４件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ２，７００円 

⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １３ １３ 

金額   ０ ２０，４７０   ２０，４７０ 

   ⑹ 講評 

     減免基準はないものの、監査した限りにおいて、免除としたものに 

指摘等に当たるような事項はなく、当該施設に係る使用料の減免事務 

が正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、本市の 

組織及び運営の合理化に努めていると認められた。 

  22 津市一志農村環境改善センター（一志総合支所地域振興課） 

⑴ 条例名 

     津市一志農村環境改善センターの設置及び管理に関する条例 

⑵ 設置目的 

       農業経営及び農家生活の改善合理化、農業者等農村集落在住者の健

康増進、地域連帯感の醸成等を図り、本市における農村環境の改善を

図るため 

⑶ 減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 



 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      １８４件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ２９５，１８０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １４１ １４１ 

金額 ０      ９３４，０１９ ９３４，０１９ 

   ⑹ 講評 

使用料免除に係る決裁の徹底について（指摘）    

使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

しかしながら、使用許可申請書下段の使用料算定欄を記入する代

わりに、免除したものについて「使用料減免」というゴム印が押さ

れていた。 

また、全ての使用許可申請及び使用料減免申請について、使用許

可及び免除決定に係る決裁がなされていなかった。 

使用許可及び免除決定に際しては、使用許可申請書及び使用料減 

免申請書の金額算定欄を記入するとともに、専決権者による決裁を 

徹底されたい。 

  23 津市白山農民研修所（白山総合支所地域振興課） 

⑴  条例名 

     津市白山農民研修所の設置及び管理に関する条例 

⑵  設置目的 

       農業の振興及び農業生産性の向上を図るため 

⑶  減免基準の有無 

     無し 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ３２４件 

イ 令和３年度歳入額 



 

      ５６，５４５円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ６０ ２６０ ３２０ 

金額 ４９，４８０      ４２９，１３０ ４７８，６１０ 

⑹ 講評 

     不適正な公金の取扱いについて（指摘） 

当該施設の使用料については、設置条例別表（第７条関係）備考 

において、冷暖房を使用する場合、施設の使用料に１０分の３の額 

（１０円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額） 

を加算した額を使用許可の際に徴収するものとされている。 

ある団体が令和３年９月に当該施設の冷暖房使用を含む使用許可 

及び減額決定を得ていたが、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣 

言の発令により当該施設が休止となったため、本来であれば、使用 

料還付申請書の提出を受けて既納の使用料の全額を還付すべきとこ 

ろ、次回の使用許可申請時の使用料に充てていた。 

ところが、使用料を充てていた使用日は、冷暖房費が加算されな 

い１０月であったため、９月使用分として加算していた冷暖房費相 

当額が過徴収のままとなっていた。加えて、冷暖房費が加算されな 

い使用日の使用許可においても、誤って冷暖房費を加算した額で使 

用料を徴収しているものもあり、合計で４６５円を過徴収していた 

ことから、本監査中に戻出処理を行うに至った。 

      今後は、このような不適正な公金の取扱いをすることがないよう、 

    組織としてのチェック体制を強化し、設置条例及び施行規則に基づ

く使用料徴収事務を徹底されたい。 

24 津市美里文化センター（美里総合支所地域振興課） 

   ⑴ 条例名 

     津市美里文化センターの設置及び管理に関する条例 

   ⑵ 設置目的 

     住民の文化の振興の用に供するため 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 



 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５２件 

    イ 令和３年度歳入額 

      １６４，２１０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ ４３ ４３ 

金額  ０ ９０９，４１０ ９０９，４１０ 

⑹ 講評 

    ア 公文書作成時の適切な筆記用具の使用について（意見） 

 使用料減免額については、使用許可申請書を受付した市担当者が、 

使用許可申請書下段の使用料算定欄を用いて、申請内容に応じた使 

用料を算定した上で、使用料減免申請書下段の減免額算定欄を用い、 

当該使用料に減免率を乗じることで算定することとなっている。 

しかしながら、全ての使用許可申請書及び使用料減免申請書につ 

いて、申請書下段の減免額算定欄が鉛筆により記入されていた。 

減免額決定に係る記入欄が容易に書き換えられる状態にあること 

は、公文書管理上適切とは言えないことから、消去可能な筆記用具 

は使用しないよう徹底されたい。 

    イ 適切な申請書の徴取について（意見） 

      農業関連団体が、地域農業者を対象とした説明会を開催するに際 

し、美里総合支所地域振興課が使用許可申請及び減免申請を行い、 

使用許可及び使用料の免除決定を受けていた。施設を使用して説明 

会を開催するのは当該団体であるから、当該団体が使用許可を得る 

必要があったものである。 

 設置条例第１０条においては、使用権利の転貸は禁じられている 

ところであり、申請者と実際の使用者が異なると、使用料を徴すべ 

き相手方、適用すべき減免基準が異なることになり、減免対象とな 

らない団体等を減免してしまう恐れがある上、使用上の責任の所在 

も不明確になることから、内容を十分に確認し、真に施設を使用す 

る団体等から、使用許可申請書及び使用料減免申請書を徴取するよ 

う徹底されたい。 

  25 津市白山総合文化センター（白山総合支所地域振興課） 



 

⑴   条例名 

     津市白山総合文化センターの設置及び管理に関する条例 

⑵  設置目的 

     本市における住民の教育、文化等の向上並びに福祉の増進を図るた

め 

   ⑶ 減免基準の有無 

     有り 

⑷ 使用料の徴収状況 

    ア 総件数（減免分を含む。） 

      ５７５件 

    イ 令和３年度歳入額 

      ２，９０９，１７０円 

   ⑸ 減免の状況                 （単位：件、円） 

区分 減額 免除 合計 

件数 ０ １０２ １０２ 

金額 ０ ３，０９８，７６０ ３，０９８，７６０ 

  ⑹ 講評 

     監査した限りにおいて、指摘等に当たるような事項はなく、当該施 

設に係る使用料の減免事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経 

費で最大の効果を挙げるようにし、本市の組織及び運営の合理化に努 

めていると認められた。 

 

第１０ 結び 

    監査の目的でも述べたが、公の施設に係る使用料は、住民が施設を利 

用する対価として、受益者負担の原則に基づき徴収するものであり、使 

用料を減額又は免除することは、本市が有する権利（債権）を放棄する 

特例的な取扱いである。 

    使用料の減免は、各施設の設置条例において「市長が特に必要がある 

   と認めるとき」にできると規定されており、市長決裁により、減免基準 

   を策定し、津市事務専決規程に基づく決裁権者が減免決定するべきもの 

である。 

    監査の対象とした２５施設のうち１１施設においては、減免基準がな 

   い中で減免決定がなされており、さらに減免決定に係る決裁がなされて 



 

いない施設も複数確認された。 

 一方、減免基準が策定されている施設においても、部長級職員までの 

決裁権者による決裁で減免基準が策定されているもの、減免対象の範囲 

が不明確であるもの、減免率の定めがないものなど、減免基準として十 

分とは言えない内容のものが数多く見受けられ、どの基準を適用して免 

除となっているのか判別できない事例や、減免決定の決裁がなされてい 

ない事例も散見された。 

 また、使用料の減免決定に至るまでの使用許可申請書の受付、使用許 

可書の交付、使用料徴収に係る一連の事務処理においても、担当者が、 

設置条例及び施行規則に定められた事務手続きを十分に理解しないまま、 

前例踏襲により、施行規則の内容、所定の様式を形骸化させるような不 

適切な事務処理も散見された。その結果、意図せず利用者間の公平性を 

損ねている事例も見受けられ、現状の事務処理体制は危うさを内包して 

いると感じたところである。 

使用料の減免決定に当たっては、客観的かつ明確な減免基準がない限 

り、決裁権者に裁量の余地が生じ得るものであり、公正公平であるべき 

使用料の減免事務に求められる説明責任を十分に果たすことはできない。 

 津市公正公平な市政の確保に関する条例に掲げる透明性の高い公正公 

平な市政の確保に向けて、施設の特性に応じた公平かつ統一感のある減 

免基準の策定を望むとともに、条例、規則等を遵守した事務処理が徹底 

されるよう、組織としてのチェック機能が十分に働く内部統制の強化に 

取り組むことを強く要望して、本監査の結びとする。 

                             以上 


